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「多摩市用途地域等に関する指定方針及び
指定基準」見直し（案）の考え方

令和7年2月
多摩市

参考資料２
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１．見直しの目的

・平成２５年の多摩市都市計画マスタープラン(以下「都市計画マスタープラン」と表記)改定に

合わせ、「多摩市用途地域等に関する指定方針及び指定基準（以下「市指定方針及び指定

基準」と表記）を平成２７年に策定

■現行の多摩市用途地域等に関する指定方針及び指定基準（平成27年度）

・令和５年１１月「第六次多摩市総合計画」の策定

・少子・高齢化の進行など社会的背景の変化

・南多摩尾根幹線の整備や多摩ニュータウン再生の動き等を踏まえたまちづくりの推進

⇒令和４～６年度で都市計画マスタープランを改定中で、これに伴い、

現行の市指定方針及び指定基準を見直し

■今回の見直しの目的（令和６年度）
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２．見直し方針と主な見直し内容

方針１：都市計画マスタープラン改定に伴う、拠点名称等の位置づけ変更

に伴う見直し

方針２：広域アクセス利便性を活かした南多摩尾根幹線沿道の土地利用

転換に向けた見直し

方針３：地域拠点等における生活サービス機能の充実に向けた見直し

方針４：田園住居地域の創設に伴う基準の追加

4つの見直し方針
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方針１：都市計画マスタープラン改定に伴う、拠点名称等の位置づけ変更

に伴う見直し

１-1 拠点・ゾーン名変更等の反映

（旧）広域拠点 ⇒ （新）都市拠点 （旧）連携拠点 ⇒ （新）地域拠点の一部

1-2 新たに拠点や土地利用区分が設定されたものの扱いの検討

地域拠点、広域型複合地、生活サービス関連地区

図 現行都市計画マスタープラン（以下「現行
都市マス」と表記）での将来構想図

図 改定都市計画マスタープラン（以下「改定
都市マス」と表記）での将来都市構造図

２．見直し方針と主な見直し内容 ～方針１ 拠点名称等の位置づけ変更に伴う見直し～



方針２：広域アクセス利便性を活かした南多摩尾根幹線沿道の土地利用

転換に向けた見直し
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２．見直し方針と主な見直し内容 ～方針２ 南多摩尾根幹線沿道の
土地利用転換に向けた見直し～

図 現況の用途地域（広域型複合地）図 改定都市マス（将来都市構造図）での位置づけ

【現況】

第一種中高層住居専用地域

(1)改定都市マスでの位置づけ

【広域型複合地】
・道路整備による広域アクセスの利便性を
活かした広域・複合的な土地利用
・周辺の住環境に配慮しつつ、沿道立地型の
産業・業務、商業等の都市機能の誘導

広域型複合地

幹線道路沿道利用型で、
産業系施設や広域からの
集客を想定した大規模な
商業施設の立地

が可能な用途地域



6

２．見直し方針と主な見直し内容 ～方針２ 南多摩尾根幹線沿道の
土地利用転換に向けた見直し～

指定すべき区域の主な概要(指定基準より) 主に立地可能な建物

第二種

住居地域

主として住居の環境を保護するため定める地域

・大規模な店舗等が混在する住宅地で、住環境を保護する区域

●床面積3,000㎡～
10,000㎡未満の店舗

準住居

地域

道路の沿道として地域の特性にふさわしい業務の利便
の増進を図りつつ、これと調和した住居の環境を保護
するために定める地域

・住宅地を貫通する幹線道路等の沿道のうち、自動車関連施設
等が立地、又は計画的な立地を図り、住環境を保護する区域

●床面積3,000㎡～
10,000㎡未満の店舗
●劇場・映画館等
（客席200㎡未満）

準工業

地域

主として、環境の悪化をもたらすおそれのない工業の
利便を増進するために定める地域

・店舗、事務所、流通関連施設等の業務系施設、又は自動車修理
工場等沿道サービス施設等の立地する区域 等

●床面積10,000㎡以上
の店舗
●劇場・映画館等
●工場、倉庫

(２)主な見直し内容

幹線道路沿道で、規模の大きな産業系施設や商業施設の立地が可能な、

第二種住居地域、準住居地域、準工業地域のうち、地域の特性に応じて適切

なものを指定できるような記載とした。
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方針３：地域拠点等における生活サービス機能の充実に向けた見直し

・住宅団地における近隣センターの再生に向けて、「地域拠点」「生活サービス関連

地区」の位置づけが追加

・永山地区では、近隣センターの核店舗が都道沿道に移転建替えする計画あり

２．見直し方針と主な見直し内容 ～方針３ 地域拠点等における生活サービス機能の
充実に向けた見直し～

(1)改定都市マスでの位置づけ

図 永山地区の近隣センターの再生予定
図 現況の用途地域

（永山地区の近隣センター周辺）

【現況】
第一種中高層住居専用地域
第二種中高層住居専用地域

①近隣センターの再生
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・例として、多摩市の道路整備計画で重要整備路線に位置づけられている中和田

通りでは、住宅地内の道路拡幅の計画あり

⇒拡幅に合わせた沿道の生活利便性の向上

２．見直し方針と主な見直し内容 ～方針３ 地域拠点等における生活サービス機能の
充実に向けた見直し～

図 現況の用途地域
（中和田通り周辺）

中和田通り
【現況】
第一種低層住居専用地域
第一種中高層住居専用地域（一部）

②住宅地内や生活道路沿いの利便性向上
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２．見直し方針と主な見直し内容 ～方針３ 地域拠点等における生活サービス機能の
充実に向けた見直し～

指定すべき区域の主な概要(指定基準より) 市内での指定状況

第二種中

高層住居

専用地域

主として中高層住宅に係る良好な住居の環境を保護す
るため定める地域

・中高層住宅地として開発又は既に整備されている区域で、

住民の日常生活の利便から中規模な店舗等の立地を図る区域

住宅団地における通常
の近隣センターにおい
て広く指定

第一種

住居地域

住居の環境を保護するため定める地域

・住居専用地域を貫通する幹線道路沿いで、住環境を保護する
区域

多摩ニュータウン通り
の後背住宅地において
指定

第二種

住居地域

主として住居の環境を保護するため定める地域

・大規模な店舗等が混在する住宅地で、住環境を保護する区域
・住宅地を貫通する幹線道路沿いで、住環境を保護する区域

尾根幹線等の幹線道路
沿道や商業地域との隣
接地で広く指定

(２)主な見直し内容

通常の近隣センターに加えて、再生にあたり幹線道路沿道型の立地になる
場合にも柔軟に対応できるよう、第二種中高層住居専用地域の他、第一種住居
地域、第二種住居地域も含めて、地域の特性に応じて適切なものを指定できる
記載とした。

①近隣センターの再生

②住宅地内や生活道路沿いの利便性向上

生活道路の拡幅等に合わせて、小規模な店舗立地による利便性の向上が
図れるよう、第二種低層住居専用地域の指定基準を追加した。
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方針４：田園住居地域の創設に伴う基準の追加

■田園住居地域とは

・住環境と調和を図りながら市街化区域農地を保全する用途地域の１つで、
平成30年の都市計画法改正により創設

２．見直し方針と主な見直し内容 ～方針４ 田園住居地域の創設に伴う基準の追加～

東京都や近隣市の指定方針及び指定基準を参考に、田園住居地域の
指定方針や基準を作成した。


